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本
会
の
委
員
会
は
７
月
１０
日
開

催
の
社
会
文
教
委
員
会
を
は
じ
め

に
、
１５
日
に
地
方
行
政
委
員
会
が

開
催
。
以
後
、
国
と
地
方
の
協
議

の
場
等
に
関
す
る
特
別
委
員
会
は

２３
日
、
国
会
対
策
委
員
会
は
２４
日
、

建
設
運
輸
委
員
会
は
３０
日
、
地
方

財
政
委
員
会
は
８
月
７
日
、
産
業

経
済
委
員
会
は
８
月
１２
日
に
開
催

す
る
予
定
。

今
年
度
か
ら
副
会
長
は
、
会
長

指
名
に
よ
り
、
地
方
行
政
、
地
方

財
政
、
社
会
文
教
、
産
業
経
済
、

建
設
運
輸
の
各
委
員
会
に
１
名
ず

つ
割
り
振
ら
れ
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー

と
し
て
担
当
委
員
会
に
出
席
す
る
。

ま
た
、
所
管
分
野
に
お
け
る
政
府

の
ヒ
ア
リ
ン
グ
等
に
会
長
が
出
席

で
き
な
い
場
合
、
会
長
代
理
と
し

て
出
席
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

社
会
文
教
、
地
方
行
政
委
員
会

で
は
「
要
望
書
」
と
「
東
日
本
大

震
災
に
関
す
る
要
望
書
」
を
決
定

し
、
会
議
終
了
後
に
は
、
要
望
事

項
の
実
現
に
向
け
、
関
係
省
庁
、

地
元
選
出
国
会
議
員
な
ど
に
対
し

要
望
活
動
を
行
っ
た
。

「
要
望
書
」
は
、
前
年
度
委
員

会
か
ら
の
申
し
送
り
事
項
、
第
９１

回
定
期
総
会
議
決
事
項
の
付
託
事

項
（
６
面
に
掲
載
）
、
所
管
事
項

を
め
ぐ
る
諸
情
勢
等
を
勘
案
し
て

作
成
し
て
い
る
。

「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
要

望
書
」（
下
掲
）
は
、
５
委
員
会
共

管
と
し
て
付
託
さ
れ
て
い
る
第
９１

回
定
期
総
会
議
決
事
項
で
あ
る

「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
に
関
す
る
決
議
」
（
総
会
決

議
�
本
紙
１
９
４
５
号
１０
面
参

照
）
と
、
東
北
部
会
提
出
の
議
決

事
項
で
あ
る
「
東
日
本
大
震
災
か

ら
の
早
期
復
旧
・
復
興
に
つ
い

て
」
「
原
子
力
発
電
所
事
故
災
害

へ
の
対
応
に
つ
い
て
」
を
合
わ
せ

て
、
１
冊
の
要
望
書
と
し
て
作
成

し
て
い
る
。

両
委
員
会
の
「
要
望
書
」
と
「
東

日
本
大
震
災
に
関
す
る
要
望
書
」

は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
要

望
・
決
議
等
」
の
ペ
ー
ジ
に
掲
載

し
て
い
る
。

今
号
で
は
、
社
文
委
の
会
議
概

要
等
を
６
面
に
掲
載
す
る
。

相相
次次
ぎぎ
委委
員員
会会
をを
開開
催催

議議
会会
のの
ああ
りり
方方
研研
究究
会会
がが

報報
告告
書書
・・
提提
言言
をを
取取
りり
まま
とと
めめ

本
会
の
議
会
の
あ
り

方
研
究
会
（
座
長
�
中

�
章
・
明
治
大
学
名
誉

教
授
）
は
６
月
、
「
地

方
分
権
時
代
に
お
け
る

議
事
機
関
と
し
て
の
役

割
を
果
た
す
議
会
の
あ
り
方
に
つ

い
て
（
報
告
・
提
言
）
」
と
題
す

る
報
告
書
を
取
り
ま
と
め
た
。
報

告
書
は
７
月
１５
日
付
け
で
各
市
議

会
事
務
局
に
発
送
し
て
い
る
。

東東
日日
本本
大大
震震
災災
にに
関関
すす
るる
要要
望望
書書

▽
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧

・
復
興
に
関
す
る
要
望

▽
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
早
期

復
旧
・
復
興
に
関
す
る
要
望
�

�
復
旧
・
復
興
事
業
予
算
の
総

額
確
保
と
実
態
に
即
し
た
財
政

支
援
等
�
被
災
者
の
生
活
再
建

支
援
等
�
地
域
産
業
の
復
旧
・

復
興
に
対
す
る
支
援
�
公
共
施

設
等
の
復
旧
・
再
整
備
�
被
災

者
に
対
す
る
社
会
保
障
等
�
医

療
機
関
に
対
す
る
支
援
等
�
今

後
の
防
災
対
策
等

▽
原
子
力
発
電
所
事
故
災
害
へ

の
対
応
に
関
す
る
要
望
�
�
復

旧
・
復
興
の
加
速
に
向
け
た
予

算
の
確
保
等
�
除
染
の
推
進
・

汚
染
廃
棄
物
等
の
処
理
�
中
間

貯
蔵
施
設
の
早
期
整
備
と
除
染

土
壌
等
の
早
期
搬
出
�
原
発
廃

炉
に
向
け
た
取
り
組
み
�
放
射

線
に
対
す
る
住
民
の
健
康
管
理

�
保
健
・
医
療
体
制
の
整
備
�

産
業
の
復
興
と
再
生
	
道
路
交

通
網
等
の
イ
ン
フ
ラ
整
備


原

子
力
損
害
賠
償
の
確
実
な
実
施

�
避
難
指
示
区
域
等
へ
の
支
援

【
２
面
へ
続
く
】

※
委
員
名
簿

▽
座
長
�
中
�
章
・
明
治
大
学
名
誉

教
授

▽
副
座
長
�
横
道
清
孝
・
政
策
研
究

大
学
院
大
学
副
学
長

▽
委
員
�
廣
瀬
克
哉
・
法
政
大
学
法

学
部
長
、
谷
隆
徳
・
日
本
経
済
新
聞

社
論
説
委
員
兼
編
集
委
員
、
三
田
妃

路
佳
・
宇
都
宮
大
学
准
教
授
、
原
田

正
司
・
本
会
事
務
総
長
、

〔
２６
年
８
月
１
日
か
ら
〕

金
沢
陽
介
・
副
会
長
（
盛
岡
市
議

会
議
長
）
、
岩
井
清
郎
・
同
（
市

川
市
議
会
議
長
・
２７
年
２
月
５
日

か
ら
は
宮
田
か
つ
み
議
長
）
、
國

井
忠
男
・
同
（
岐
阜
市
議
会
議
長
）、

広
瀬
和
範
・
同
（
徳
島
市
議
会
議

長
）

▽
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
�
佐
藤
祐
文
・

会
長
（
横
浜
市
議
会
議
長
）
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横道清孝・副座長

議
会
の
あ
り
方
研
究
会
は
２５
年

６
月
、
「
地
方
分
権
時
代
に
お
け

る
議
事
機
関
と
し
て
の
議
会
の
役

割
を
果
た
す
べ
く
議
会
の
あ
り
方

に
つ
い
て
調
査
・
検
討
を
行
い
、

さ
ら
に
議
会
が
抱
え
る
具
体
的
な

諸
課
題
に
対
し
、
理
論
上
の
観
点

か
ら
の
調
査
・
研
究
に
と
ど
ま
ら

ず
、
実
務
上
の
観
点
か
ら
も
議
会

と
し
て
な
す
べ
き
方
策
を
調
査
・

研
究
す
る
こ
と
」
を
諮
問
事
項
と

し
、
２
年
程
度
を
検
討
期
間
と
し

て
本
会
に
設
置
。
検
討
項
目
を
�

住
民
の
負
託
を
受
け
た
代
表
機
関

と
し
て
の
議
会
の
あ
り
方
�
地
方

公
共
団
体
に
お
け
る
長
と
議
会
の

あ
り
方
�
政
策
形
成
機
能
・
監
視

機
能
の
充
実
強
化
�
議
会
活
動
の

あ
り
方
�
そ
の
他
（
報
酬
、
定
数
、

政
務
活
動
費
等
）
―
の
５
項
目
と

し
、
学
識
経
験
者
等
６
名
で
２５
年

６
月
２６
日
の
第
１
回
研
究
会
か
ら

調
査
・
検
討
を
行
っ
た
。
約
１
年

間
は
理
論
的
側
面
か
ら
、
２６
年
１０

月
２
日
の
第
９
回
研
究
会
以
降
は

副
会
長
４
名
の
議
長
が
委
員
と
し

て
加
わ
り
（
就
任
日
は
８
月
１

日
）
、
実
務
的
側
面
か
ら
議
論
し

た
。
２７
年
３
月
２６
日
ま
で
約
２
か

月
に
１
回
の
割
合
で
１２
回
の
研
究

会
を
開
き
協
議
し
た
ほ
か
、
議
会

の
あ
り
方
に
関
す
る
意
識
調
査
な

ど
全
国
調
査
を
行
い
、
ま
た
、
先

進
的
・
改
革
的
な
取
り
組
み
を
行

っ
て
い
る
大
分
市
、
諫
早
市
、
鳥

羽
市
、
大
津
市
の
各
市
議
会
を
訪

れ
調
査
し
た
。
２７
年
６
月
、
こ
れ

ま
で
の
調
査
・
研
究
結
果
を
報
告

書
と
提
言
に
取
り
ま
と
め
た
。

諮
問
事
項
に
対
す
る
調
査
・
研

究
結
果
と
し
て
、
�
よ
り
市
民
に

身
近
な
議
会
に
す
る
た
め
に
�
議

会
の
監
視
機
能
・
政
策
形
成
機
能

を
さ
ら
に
充
実
す
る
た
め
に
�
議

会
改
革
を
よ
り
一
層
推
進
す
る
た

め
に
�
議
員
の
処
遇
等
に
つ
い
て

の
市
民
理
解
の
促
進
�
自
治
体
の

将
来
課
題
―
地
方
創
生
と
向
き
合

う
―
の
５
点
の
報
告
と
提
言
（
下

掲
）
に
取
り
ま
と
め
た
。

〔
よ
り
市
民
に
身
近
な
議
会
に
す

る
た
め
に
〕

「
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
情
報
の
共

有
」
で
は
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
を

活
用
す
る
市
議
会
は
、
２５
年
度
末

現
在
で
３２
市
（
３
・
９
％
）
、
ツ

イ
ッ
タ
ー
は
３４
市
（
４
・
２
％
）

に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

今
ま
で
以
上
に
活
用
さ
れ
る
べ
き

で
あ
る
。
ま
た
、
議
会
審
議
の
活

性
化
、
議
会
活
動
に
対
す
る
住
民

の
理
解
を
促
進
す
る
た
め
、
一
層

の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（
情
報
通
信
技
術
）
化

あ
る
い
は
効
率
化
（
ペ
ー
パ
レ
ス

化
）
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
。
Ｉ

Ｃ
Ｔ
化
の
推
進
は
、
議
会
活
動
の

充
実
を
図
る
手
段
で
あ
る
と
改
め

て
認
識
す
べ
き
と
し
て
い
る
。

「
請
願
・
陳
情
等
の
積
極
的
な

活
用
」
で
は
、
請
願
・
陳
情
は
、

議
会
へ
の
重
要
な
責
任
の
付
託
で

あ
る
と
議
会
人
は
意
識
す
べ
き
で

あ
る
。
採
択
後
の
請
願
・
陳
情
を

速
や
か
に
執
行
部
に
送
付
し
、
対

象
課
題
の
処
理
を
促
す
こ
と
。
ま

た
、
請
願
・
陳
情
を
有
権
者
か
ら

の
政
策
提
案
と
見
な
し
、
具
体
的

な
施
策
に
つ
な
げ
る
責
務
も
有
す

る
。
実
施
し
た
措
置
を
市
民
に
フ

ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
し
、
次
の
請
願
・

陳
情
を
引
き
出
す
。
こ
の
プ
ロ
セ

ス
を
住
民
主
体
の
「
政
策
形
成
サ

イ
ク
ル
」
と
呼
ぶ
こ
と
が
で
き
、

議
会
を
よ
り
住
民
に
近
い
存
在
に

変
え
る
試
み
と
し
て
、
検
討
す
べ

き
課
題
で
あ
る
。
議
会
人
に
は
、

今
ま
で
以
上
に
請
願
・
陳
情
の
制

度
の
持
つ
意
味
と
意
義
に
配
慮
が

求
め
ら
れ
る
。
議
会
と
住
民
の
壁

を
低
く
す
る
貴
重
な
方
法
と
し
て

活
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
し
て

い
る
。

「
公
聴
会
・
参
考
人
制
度
を
始

め
と
し
た
多
様
な
市
民
参
画
」
で

は
、
２５
年
度
中
に
請
願
・
陳
情
者

を
参
考
人
と
し
て
、
本
会
議
や
委

員
会
で
の
発
言
を
求
め
た
議
会
は

２
１
８
市
（
２６
・
８
％
）
、
公
聴

会
は
１
市
の
み
と
紹
介
。
議
会
活

動
へ
の
住
民
参
画
の
促
進
の
た
め
、

住
民
の
関
心
が
高
い
事
案
に
、
参

考
人
と
し
て
有
識
者
の
議
会
招
致

も
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、

２５
年
度
末
現
在
で
、
議
会
モ
ニ
タ

ー
制
度
を
１２
市
（
１
・
５
％
）
で

実
施
、
無
作
為
抽
出
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
３０
市
（
３
・
７
％
）
が
行

い
、
民
意
把
握
に
努
め
て
い
る
。

い
ず
れ
も
、
他
の
自
治
体
議
会
の

参
考
に
な
る
。
な
お
、
現
在
、
調

査
は
郵
送
が
基
本
で
あ
る
が
、
今

後
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し

た
方
法
に
変
え
る
べ
き
で
あ
る
と

し
て
い
る
。

「
議
会
報
告
会
等
に
お
け
る
市

民
意
見
の
反
映
」
で
は
、
議
会
報

告
会
は
、
住
民
が
直
接
、
民
意
を

表
明
す
る
貴
重
な
場
で
あ
り
、
今

後
も
継
続
し
民
意
の
把
握
と
議
会

か
ら
の
情
報
発
信
の
場
と
し
て
活

用
す
べ
き
で
あ
り
、
議
会
人
は
そ

の
意
義
を
改
め
て
確
認
す
べ
き
。

ま
た
、
議
会
の
活
動
状
況
・
成
果

等
を
見
聞
す
る
機
会
を
、
義
務
教

育
な
ど
に
設
け
る
こ
と
も
視
野
に

入
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
市
民
に
身

近
で
分
か
り
や
す
い
議
会
の
構
築

と
い
う
観
点
か
ら
検
討
す
べ
き
課

題
で
あ
る
と
し
て
い
る
。

〔
議
会
の
監
視
機
能
・
政
策
形
成

機
能
を
さ
ら
に
充
実
す
る
た
め

に
〕

「
政
策
形
成
機
能
発
揮
の
た
め

【
１
面
か
ら
続
く
】

提 言

１ より市民に身近な議会となるために
○議会のＩＣＴ化を推進し、議会活動に対する住民理

解の促進、また、議会活動における住民意見を反映

させる仕組みの構築を図ること。

○住民のニーズを把握し、議会の審議に反映させるた

め、公聴会・参考人制度等を積極的に活用するなど

多様な住民参画の場の整備を図ること。

○より市民に身近な議会を目指して、議会活動につい

てのわかりやすい説明や運営のあり方を検討するこ

と。

２ 議会の監視・評価及び政策形成機能をさらに充実す
るために
○決算審査を充実させるとともに、その結果を市政に

反映させる仕組みの構築を図ること。

○議会が合議体としての特性を活かし、真に住民に役

立つ施策を取り組むため、積極的に政策形成を行う

仕組みを整備すること。

○議会の監視・評価及び政策形成機能を支援する議会

事務局の強化、外部有識者の積極活用を図ること。

３ 議会改革をより一層推進するために
○議会活動の方針などの議会のあり方を明確にするた

め、議会基本条例等を制定し、その検証を行うなど

不断に議会活動の充実を図ること。

○議会改革を一層推進するため、議長の任期の長期化

を図るなど、そのリーダーシップを強化すること。

○今後、議会がその果たすべく役割を担うため、議員

研修等の充実等、研鑽機会の拡充など議員の資質向

上に努めること。

４ その他
○有為な人材を確保するための適切な処遇について、

住民の理解を得る努力を行うこと。

○議事機関としての役割を果たしていくためには、住

民が議会のあり方に関心を持ち、地方議会について

の理解を深めていくことが必要である。それらを踏

まえ、議会は真の住民の代表機関としての役割を果

たすよう努める必要があること。

【
３
面
へ
続
く
】
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佐藤祐文・会長

の
シ
ス
テ
ム
整
備
」
で
は
、
地
方

自
治
法
の
期
待
す
る
議
会
の
重
要

な
役
割
の
一
つ
が
立
法
機
関
と
し

て
の
機
能
で
あ
る
が
、
新
し
い
政

策
条
例
案
を
作
成
し
た
議
会
は
、

２５
年
度
中
で
８６
市
（
１０
・
６
％
）

・
１
０
８
件
に
と
ど
ま
り
、
批
判

さ
れ
る
原
因
と
な
っ
て
い
る
。
立

法
機
能
を
十
分
に
発
揮
で
き
な
い

原
因
の
１
つ
目
は
、
議
会
を
補
佐

す
る
議
会
事
務
局
体
制
が
十
分
で

な
い
こ
と
。
首
長
が
実
質
的
に
は

人
事
権
を
持
つ
こ
と
に
加
え
、
議

会
予
算
も
管
理
し
て
い
る
こ
と
。

２
つ
目
は
、
選
挙
制
度
。
大
選
挙

区
制
度
に
起
因
す
る
議
員
間
の
協

力
体
制
の
欠
如
が
あ
る
の
で
は
な

い
か
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
。
議
員

間
で
政
策
を
検
討
・
協
議
す
る
場

が
あ
る
市
議
会
は
２５
年
度
で
１
５

２
市
（
１８
・
７
％
）
に
過
ぎ
な
い
。

こ
の
状
況
は
改
善
さ
れ
る
べ
き
で

あ
り
、
議
員
間
討
議
は
、
政
策
形

成
機
能
を
高
め
る
議
会
の
ツ
ー
ル

と
し
て
活
用
す
る
こ
と
が
切
望
さ

れ
る
。
大
分
市
議
会
の
議
員
政
策

研
究
会
、
大
津
市
議
会
の
政
策
検

討
会
議
な
ど
の
事
例
が
あ
る
。
両

市
は
、
議
員
提
案
の
条
例
が
あ
り
、

現
在
も
さ
ま
ざ
ま
な
試
み
が
模
索

さ
れ
、
今
後
、
全
国
区
に
な
る
条

例
や
計
画
が
出
現
す
る
か
も
し
れ

な
い
と
し
、
こ
れ
ら
先
行
モ
デ
ル

の
各
地
へ
の
広
が
り
が
期
待
さ
れ

る
と
し
て
い
る
。

「
外
部
の
知
見
活
用
」
で
は
、

ま
ず
、
法
制
担
当
職
員
の
議
会
事

務
局
へ
の
配
置
状
況
を
、
２５
年
度

末

現

在

で

専

任
２６
市
（
３
・
２

％
）
、
併
任
４９
市
（
６
・
０
％
）

と
紹
介
。
議
会
の
支
援
体
制
を
改

善
す
る
た
め
、
議
会
事
務
局
職
員

の
質
量
両
面
で
の
大
幅
な
改
善
が

必
要
で
あ
る
。
加
え
て
、
議
会
は

大
学
の
研
究
者
や
弁
護
士
な
ど
外

部
の
専
門
的
知
見
を
活
用
す
べ
き

と
す
る
が
、
自
治
法
１
０
０
条
の

２
に
基
づ
く
専
門
的
知
見
を
活
用

し
た
市
は
２５
年
度
末
で
８
市
（
１

・
０
％
）
に
過
ぎ
な
い
。
議
会
の

不
足
分
野
を
補
い
、
政
策
立
案
機

能
向
上
に
役
立
て
る
た
め
、
専
門

家
の
知
見
を
今
後
、
よ
り
幅
広
に

活
用
す
べ
き
と
し
て
い
る
。

「
予
算
に
対
す
る
審
議
の
充

実
」
で
は
、
自
治
法
の
規
定
上
、

議
会
は
長
の
予
算
の
提
出
の
権
限

を
侵
す
増
額
修
正
を
で
き
な
い
が
、

増
額
修
正
の
制
約
の
あ
り
方
に
つ

い
て
は
、
今
後
、
早
急
に
検
討
す

る
必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

「
決
算
審
議
の
充
実
」
で
は
、

決
算
不
認
定
の
場
合
、
何
ら
か
の

措
置
、
例
え
ば
、
次
年
度
予
算
に

不
認
定
結
果
を
受
け
て
具
体
的
に

ど
う
措
置
す
る
か
を
議
会
・
住
民

に
対
し
て
公
表
す
る
こ
と
や
、
当

初
予
算
提
出
時
に
決
算
不
認
定
の

取
り
扱
い
に
か
か
る
説
明
を
義
務

付
け
る
こ
と
な
ど
を
検
討
す
べ
き

と
し
て
い
る
。

「
通
年
会
期
の
導
入
と
議
長
へ

の
招
集
権
の
付
与
」
で
は
、
弾
力

的
な
議
会
審
議
が
行
え
る
よ
う
通

年
会
期
・
事
実
上
の
通
年
議
会
制

の
導
入
を
図
る
一
方
で
、
議
長
へ

の
招
集
権
の
付
与
も
一
考
に
値
す

る
と
し
て
い
る
。

〔
議
会
改
革
を
よ
り
一
層
推
進
す

る
た
め
に
〕

「
見
え
や
す
い
議
会
運
営
」
で

は
、
議
会
人
は
議
会
審
議
の
透
明

度
を
高
め
る
こ
と
や
、
意
思
決
定

の
プ
ロ
セ
ス
を
明
確
化
し
、
最
終

的
な
議
決
に
至
る
議
会
の
判
断
の

論
拠
を
住
民
に
対
し
て
よ
り
明
確

に
示
す
必
要
が
あ
る
。
議
会
の
政

策
立
案
機
能
と
監
視
機
能
を
よ
り

明
確
な
形
に
修
正
し
、
住
民
に
機

能
発
揮
す
る
議
会
を
ア
ピ
ー
ル
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
ま
た
、

議
会
の
役
割
を
よ
り
充
実
し
た
形

に
変
え
る
た
め
に
も
、
議
員
の
権

利
と
義
務
を
明
確
に
し
、
議
会
基

本
条
例
へ
の
刷
り
込
み
が
必
要
で

あ
り
、
以
上
の
作
業
を
通
じ
、
議

員
は
課
せ
ら
れ
た
役
割
や
機
能
を

再
認
識
す
る
は
ず
で
あ
り
、
住
民

が
認
め
る
議
会
へ
の
第
一
歩
に
な

る
と
し
て
い
る
。

「
議
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
」

で
は
、
議
長
の
短
期
交
代
に
は
弊

害
が
多
く
、
首
長
と
議
会
が
対
等

の
立
場
で
役
割
や
権
限
を
行
使
す

る
の
で
あ
れ
ば
、
議
長
の
機
能
の

再
検
討
を
必
要
と
す
る
。
法
定
の

任
期
で
の
運
用
を
基
本
と
し
、
議

長
が
議
事
機
関
の
長
と
し
て
の
役

割
を
よ
り
果
た
せ
る
体
制
に
変
え

る
必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

ほ
か
に
、
「
研
修
の
充
実
・
強

化
」
「
全
国
市
議
会
議
長
会
の
役

割
の
強
化
」
に
も
触
れ
て
い
る
。

〔
議
員
の
処
遇
等
に
つ
い
て
の
市

民
理
解
の
促
進
〕

「
議
員
定
数
」
で
は
、
自
治
法

の
改
正
に
よ
り
議
員
定
数
は
地
方

公
共
団
体
が
条
例
で
決
め
る
よ
う

に
変
わ
り
、
議
会
の
決
定
責
任
が

よ
り
一
層
、
重
要
に
な
っ
た
点
を

議
会
人
は
改
め
て
認
識
す
べ
き
で

あ
る
。
ま
た
、
住
民
は
定
数
削
減

を
迫
る
が
、
議
会
が
地
域
創
生
に

貢
献
す
る
役
割
を
担
う
た
め
に
は
、

一
定
規
模
の
定
数
確
保
を
含
め
、

創
意
と
工
夫
を
凝
ら
し
、
適
正
規

模
を
模
索
す
る
状
況
が
、
し
ば
ら

く
続
く
の
か
も
知
れ
な
い
と
し
て

い
る
。

「
窓
口
の
広
い
地
方
行
政
と
議

会
の
監
視
機
能
」
で
は
、
議
会
に

は
絶
え
ず
行
政
の
事
務
執
行
を
住

民
に
代
わ
り
監
視
し
、
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
を
問
い
続
け
る
役
割
が
期

待
さ
れ
る
と
し
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
が
幅
広
い
分
、
監
視
分
野

も
必
然
的
に
多
く
な
り
、
量
に
比

例
し
て
、
議
員
定
数
は
当
然
大
き

く
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
定
数
の

適
正
規
模
の
問
題
は
、
削
減
だ
け

で
は
解
決
せ
ず
、
一
定
規
模
が
必

要
で
あ
る
。
そ
う
で
な
け
れ
ば
、

議
会
が
担
う
べ
き
機
能
は
果
た
せ

な
い
と
し
て
い
る
。

「
例
外
と
規
則
外
の
住
民
要
望

に
対
応
す
る
議
会
」
で
は
、
行
政

が
躊
躇
す
る
サ
ー
ビ
ス
や
、
拒
否

す
る
事
務
が
増
え
る
中
、
例
外
や

不
規
則
な
課
題
を
抱
え
困
難
に
直

面
す
る
住
民
に
対
応
し
、
要
望
を

自
治
体
の
正
規
ル
ー
ト
に
乗
せ
る

手
助
け
、
苦
痛
や
困
難
に
対
す
る

背
後
か
ら
の
支
援
が
、
議
会
人
に

期
待
さ
れ
る
機
能
と
役
割
で
あ
る
。

議
会
は
多
様
化
す
る
住
民
要
望
に

対
応
で
き
る
定
数
規
模
を
維
持
す

る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
議
員
定
数

削
減
に
は
相
当
に
慎
重
な
配
慮
が

必
要
で
あ
り
、
そ
う
し
た
論
点
か

ら
の
検
討
も
必
要
と
し
て
い
る
。

「
定
数
削
減
の
具
体
的
方
法
」

で
は
、
１
つ
の
委
員
会
で
中
身
の

熟
し
た
論
議
が
で
き
る
委
員
数
は

お
よ
そ
８
名
と
い
う
試
算
や
、
議

員
１
人
当
た
り
が
代
表
す
る
住
民

の
数
に
注
目
す
る
方
法
な
ど
を
紹

介
し
て
い
る
が
、
議
員
定
数
は
、

そ
れ
ぞ
れ
の
議
会
が
決
め
る
べ
き

問
題
で
あ
る
。
人
口
動
態
に
関
す

る
資
料
、
高
齢
化
率
、
地
方
財
政

指
標
、
固
有
の
政
治
事
情
な
ど
、

い
く
つ
か
の
要
件
を
複
合
的
に
組

み
合
わ
せ
て
決
定
す
る
以
外
、
正

解
は
な
い
と
し
て
い
る
。

「
議
員
報
酬
な
ど
」
で
は
、
議

【
２
面
か
ら
続
く
】

【
４
面
へ
続
く
】
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員
定
数
同
様
、
議
員
報
酬
に
関
し

て
も
住
民
は
削
減
を
求
め
る
が
、

日
本
の
地
方
議
会
の
守
備
範
囲
が
、

責
任
領
域
の
限
ら
れ
た
他
国
と
は

比
較
に
な
ら
な
い
ほ
ど
幅
広
い
こ

と
を
考
慮
に
入
れ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
日
本
の
地
方
議
会
は
責
任

範
囲
が
桁
違
い
に
広
く
、
議
員
は

活
動
量
の
多
い
行
政
を
監
視
し
、

サ
ー
ビ
ス
の
質
向
上
を
図
る
責
任

が
あ
る
た
め
、
議
員
活
動
は
多
面

的
に
な
ら
ざ
る
を
得
ず
、
３
６
５

日
、
年
中
無
休
の
職
業
と
言
わ
れ

る
。
議
会
人
に
は
重
責
を
担
う
応

分
の
報
酬
が
支
給
さ
れ
る
べ
き
と

も
考
え
ら
れ
る
。
現
状
、
一
部
の

例
外
を
除
き
議
員
報
酬
は
他
の
職

業
に
比
較
し
、
低
額
と
い
う
印
象

で
、
低
い
所
得
保
障
が
続
く
限
り
、

有
為
な
人
材
は
地
方
政
界
に
飛
び

込
め
な
い
こ
と
か
ら
も
、
真
剣
な

検
討
が
必
要
と
さ
れ
る
課
題
で
あ

る
。
２６
年
８
月
現
在
、
議
員
の
う

ち
５０
歳
未
満
の
議
員
は
１７
・
３
％
、

６０
歳
以
上
は
５６
・
２
％
と
紹
介
。

議
員
報
酬
が
低
い
た
め
、
６０
代
以

下
の
若
い
世
代
が
仕
事
を
辞
め
、

地
方
政
治
に
飛
び
込
も
う
と
は
し

な
い
。
議
員
報
酬
の
改
善
に
は
、

議
会
の
活
性
化
に
直
結
す
る
重
要

な
課
題
が
隠
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、

大
都
市
を
中
心
に
議
員
の
専
業
化

が
進
み
、
２６
年
８
月
現
在
で
、
３８

・
１
％
と
紹
介
。
地
方
議
会
に
と

っ
て
望
ま
し
い
と
思
わ
れ
る
傾
向

に
加
速
度
を
つ
け
る
た
め
に
は
、

議
員
を
職
業
に
で
き
る
レ
ベ
ル
に

議
員
報
酬
を
上
げ
る
必
要
が
あ
る
。

こ
の
問
題
は
、
我
が
国
の
地
方
議

会
が
将
来
、
ど
う
な
る
か
を
決
め

る
重
要
な
中
身
を
含
ん
で
お
り
、

早
急
に
対
応
す
べ
き
喫
緊
の
課
題

で
あ
る
。
ま
た
、
２３
年
６
月
１
日

に
財
政
悪
化
を
理
由
に
議
員
年
金

制
度
が
廃
止
さ
れ
た
が
、
有
為
な

人
材
を
幅
広
く
確
保
す
る
上
で
も
、

議
員
年
金
を
住
民
も
納
得
の
い
く

適
切
な
制
度
に
再
構
築
す
る
こ
と

が
望
ま
れ
る
と
し
て
い
る
。

「
政
務
活
動
費
」
で
は
、
政
務

活
動
費
は
議
員
の
信
頼
性
に
関
係

す
る
問
題
と
し
、
２６
年
の
県
議
会

議
員
の
不
祥
事
を
き
っ
か
け
に
、

住
民
が
深
い
関
心
を
寄
せ
る
課
題

に
な
っ
た
。
政
務
活
動
費
が
住
民

か
ら
の
評
価
が
芳
し
く
な
い
の
は
、

一
部
と
は
い
え
、
政
治
活
動
と
は

関
係
の
な
い
個
人
消
費
に
使
用
さ

れ
て
い
る
か
ら
で
あ
り
、
議
員
の

意
識
や
倫
理
観
、
そ
れ
に
使
途
の

透
明
性
の
問
題
で
あ
る
。
将
来
に

わ
た
り
、
支
出
を
よ
り
一
層
、
厳

し
く
チ
ェ
ッ
ク
す
る
体
制
を
確
立

す
る
必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

〔
自
治
体
の
将
来
課
題
―
地
方
創

生
と
向
き
合
う
〕

議
会
が
取
り
組
む
べ
き
施
策
は
、

�
安
全
と
安
心
の
ま
ち
を
造
る
こ

と
�
政
府
の
地
方
創
生
計
画
で
重

視
す
る
少
子
高
齢
化
と
人
口
減
少

に
議
会
と
し
て
考
え
を
ま
と
め
る

こ
と
�
地
域
経
済
の
活
性
化
―
の

ほ
ぼ
３
つ
の
課
題
に
ま
と
め
る
こ

と
が
で
き
る
。

�
で
は
、
首
長
が
カ
バ
ー
で
き

な
い
分
野
、
行
政
が
不
得
意
と
す

る
施
策
で
活
動
の
幅
を
広
げ
る
準

備
が
必
要
で
あ
り
、
政
府
の
推
進

す
る
国
土
強
靱
化
計
画
の
地
方
創

生
戦
略
へ
の
組
み
込
み
を
議
会
人

は
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

�
で
は
、
議
会
は
客
観
的
な
資

料
と
地
元
の
歴
史
を
背
景
に
し
た

経
験
値
を
持
っ
て
お
り
、
議
会
人

の
工
夫
と
創
意
に
大
き
な
期
待
が

か
か
る
。

�
で
は
、
高
齢
化
対
策
や
安
心

・
安
全
の
ま
ち
づ
く
り
と
密
接
に

連
携
し
た
政
策
課
題
で
あ
り
、
課

題
解
決
の
糸
口
は
、
首
長
の
リ
ー

ダ
ー
シ
ッ
プ
と
議
会
の
知
恵
に
か

か
っ
て
い
る
。

最
後
に
、
地
方
創
生
の
成
否
は

自
治
体
の
取
り
組
み
に
大
き
く
関

わ
り
、
議
会
が
首
長
と
と
も
に
、

二
元
代
表
制
の
一
翼
と
し
て
、
戦

略
策
定
を
議
決
事
項
と
す
る
こ
と

な
ど
も
含
め
、
役
割
を
し
っ
か
り

果
た
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
と
し

て
い
る
。

【
３
面
か
ら
続
く
】

全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
�
板
橋
衛
・
横
須
賀
市

議
会
議
長
）
は
７
月
９
日
、
全
国

都
市
会
館
で
正
副
会
長
・
監
事
・

相
談
役
会
の
後
、
第
８３
回
理
事
会

を
開
催
し
た
。

理
事
会
で
は
、
板
橋
会
長
か
ら

「
２８
年
度
は
３
年
に
一
度
の
基
地

交
付
金
・
調
整
交
付
金
の
増
額
確

保
の
年
度
。
基
地
周
辺
対
策
経
費

の
所
要
額
確
保
と
併
せ
て
、
概
算

要
求
時
や
、
政
府
予
算
編
成
に
向

け
、
一
致
団
結
し
、
力
強
い
運
動

を
展
開
す
る
こ
と
が
何
よ
り
重

要
」
な
ど
挨
拶
。
総
務
省
、
防
衛

省
の
講
師
説
明
の
後
、
事
務
報
告

を
了
承
し
、
協
議
に
入

っ
た
。

協
議
で
は
、
基
地
対

策
関
係
施
策
の
充
実
強

化
に
関
す
る
要
望
案
を

原
案
の
通
り
決
定
し
た
。

こ
の
う
ち
、
重
点
要
望

と
し
て
、
�
基
地
交
付

金
・
調
整
交
付
金
（
総

務
省
所
管
）
の
増
額
確

保
等
�
基
地
周
辺
対
策

経
費
（
防
衛
省
所
管
）

の
所
要
額
確
保
等
―
を

掲
げ
て
い
る
（
５
面
参
照
）
。
続

い
て
、
今
後
の
運
営
、
役
員
改
選

に
つ
い
て
了
承
し
た
。

会
議
終
了
後
、
正
副
会
長
・
監

事
・
相
談
役
の
う
ち
、
１１
市
町

（
５
面
参
照
）
の
議
長
で
構
成
さ

れ
る
要
望
活
動
班
は
、
宮
下
一
郎

【
５
面
へ
続
く
】

基基
地地
協協
がが
第第
８８３３
回回
理理
事事
会会
をを
開開
催催

二之湯総務副大臣

寺田衆議院議員

宮下財務副大臣

中島防衛省地方協力局長

会
議
終
了
後
、
財
務
・
総
務
副
大
臣
ら
に
要
望

挨拶する板橋会長

第１９４７号 平成２７年７月２５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



・
財
務
副
大
臣
、
二
之
湯
智
・
総

務
副
大
臣
、
寺
田
稔
・
衆
議
院
議

員
、
中
島
明
彦
・
防
衛
省
地
方
協

力
局
長
ら
に
面
談
し
、
要
望
書
を

手
交
の
上
、
要
望
、
意
見
交
換
を

行
っ
た
。

他
の
加
盟
市
町
村
議
長
ら
も
、

地
元
選
出
の
国
会
議
員
、
政
党
の

都
道
府
県
連
な
ど
に
要
望
活
動
を

行
っ
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
村
手

聡
・
総
務
省
自
治
税
務
局
固
定
資

産
税
課
長
か
ら
「
基
地
交
付
金
・

調
整
交
付
金
の
現
状
と
課
題
」
、

伊
藤
吉
和
・
防
衛
省
地
方
協
力
局

地
方
協
力
企
画
課
政
策
企
画
室
長

か
ら
「
基
地
周
辺
対
策
の
現
状
と

課
題
」
に
つ
い
て
説
明
が
あ
っ
た
。

※
要
望
活
動
参
加
市
町

▽
会
長
�
横
須
賀
市
▽
副
会
長
�

恵
庭
市
、
東
松
島
市
、
木
更
津
市
、

和
泉
市
、
東
広
島
市
、
熊
本
市
、

上
富
良
野
町
、
新
富
町
▽
相
談
役

�
小
松
市
、
福
生
市

【
４
面
か
ら
続
く
】

基地対策関係施策に関する重点要望

１ 基地交付金・調整交付金（総務省所管）の増額確保等
平成２７年度は、固定資産税の評価替えの年度に当たるた

め、平成２８年度の基地交付金・調整交付金については、こ
れまで３年ごとに増額されている経緯を踏まえ、増額する
こと。
また、基地交付金の対象資産の範囲を自衛隊の使用する

全資産に拡大すること。
なお、調整交付金については、基地交付金と同様の性格

を有していることから、基地関係施設の所在に伴う特殊な
財政需要を鑑み、「平成２８年度予算の概算要求に当たって
の基本的な方針」においては、１０％のマイナスシーリング
の対象とならないよう基地交付金と同様に義務的経費とし
て取り扱うこと。

２ 基地周辺対策経費（防衛省所管）の所要額確保等
� 基地周辺対策事業については、近年、補助対象施設・
範囲の拡大等の適用基準の緩和がなされたことは評価さ
れるものであるが、今後さらに緩和を図るとともに、所
要額を確保すること。
特に、特定防衛施設周辺整備調整交付金（調整交付金）

は、基地周辺住民の基地に対する更なる理解と協力を得
るために重要な施策であり、基地関係市町村は、同交付
金を活用しつつ生活環境の整備や住民福祉の向上等に鋭
意努力しているものの、基地関係施設の所在に伴う特殊
な財政需要の増大等により厳しい財政状況にあることを
鑑み、同交付金の所要額を確保すること。

� 在日米軍再編に伴い負担増となる関係市町村に対して
は、十分な支援措置を講じるとともに、再編に伴い現行
の基地対策関係予算に支障が生じることのないよう、十
分配慮すること。
特に、再編交付金については、関係市町村の要望を踏

まえ、所要額を確保するとともに、その交付期間を延長
すること。

� MV‐２２オスプレイについては、安全性に対する国民の
不安が完全に払拭されたとは言い難い状況にあることか
ら、日米合同委員会で合意されたオスプレイ運用の安全
確保策を遵守するとともに、配備・飛行訓練等について、
関係市町村に対し十分な説明及び情報提供を行うこと。

� 中期防衛力整備計画に基づき、基地の機能・運用等の
変更を検討する場合には、関係市町村の実情及び地域の
意見に十分配慮すること。

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議

（
座
長
�
神
野
直
彦
・
東
京
大
学

名
誉
教
授
）
は
６
月
３０
日
、
提
案

募
集
検
討
専
門
部
会
（
第
２０
回
）

と
合
同
で
第
２１
回
会
議
を
開
き
、

「
平
成
２７
年
の
提
案
募
集
方
式
等

に
係
る
今
後
の
検
討
の
進
め
方
」

を
議
題
に
、
地
方
か
ら
の
地
方
分

権
改
革
に
関
す
る
提
案
状
況
（
募

集
期
間
・
３
月
２３
日
か
ら
６
月
１０

日
）
の
報
告
、
重
点
事
項
の
検
討

等
を
行
っ
た
。

提
案
件
数
は
３
３
４
件
。
内
訳

は
▽
内
閣
府
と
関
係
府
省
と
の
間

で
調
整
を
行
う
提
案
２
４
１
件

（
う
ち
重
点
事
項
５２
件
）
▽
関
係

府
省
に
お
け
る
予
算
編
成
過
程
で

の
検
討
を
求
め
る
提
案
３４
件
▽
そ

の
他
５９
件
―
だ
っ
た
。

重
点
事
項
５２
件
は
、
提
案
募
集

検
討
専
門
部
会
で
調
査
・
審
議
を

行
う
案
件
。
重
点
事
項
の
指
標
は

�
地
方
創
生
に
資
す
る
も
の
（
�

地
方
へ
の
ひ
と
の
流
れ
の
創
出
�

子
育
て
支
援
�
地
域
経
済
振
興
�

人
口
減
少
等
を
踏
ま
え
た
既
存
ス

ト
ッ
ク
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強
化
）

�
こ
れ
ま
で
の
地
方
分
権
改
革
の

取
り
組
み
を
加
速
・
強
化
す
る
も

の
�
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
や
適

切
な
実
施
に
直
結
す
る
も
の
で
、

部
会
で
の
法
的
な
視
点
か
ら
の
専

門
的
な
調
査
・
審
議
に
な
じ
む
も

の
�
２６
年
度
の
専
門
部
会
で
重
点

事
項
と
し
て
審
議
し
た
事
項
の
う

ち
、
対
応
方
針
で
２７
年
度
の
検
討

事
項
と
さ
れ
た
も
の
、
２７
年
の
提

案
で
内
容
が
充
実
さ
れ
、
議
論
を

深
め
る
必
要
が
あ
る
も
の
―
と
し

て
い
る
。

重
点
事
項
の
う
ち
、
市
が
提
案

主
体
の
も
の
を
表
に
ま
と
め
た

（
表
参
照
）
。

安
倍
晋
三
・
内
閣
総
理
大
臣
は

７
月
１４
日
、
地
方
分
権
改
革
推
進

本
部
の
会
合
に
お
い
て
提
案
募
集

に
つ
い
て
触
れ
、
「
関
係
大
臣
に

お
か
れ
て
は
、
提
案
の
最
大
限
の

実
現
に
向
け
、
強
力
な
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
を
発
揮
し
て
い
た
だ
き
た

い
」
と
発
言
し
た
。

１２
月
末
ま
で
に
提
案
に
関
す
る

対
応
方
針
に
つ
い
て
、
地
方
分
権

改
革
推
進
本
部
の
決
定
と
閣
議
決

定
が
行
わ
れ
る
。

表 市が提案主体の重点事項

※番号は本文中の番号に対応している（例：表中��は本文中�地方創生に資するもの�地方へのひとの流れの創出に対応する）
※第２１回地方分権改革有識者会議・第２０回提案募集検討専門部会合同会議の資料を基に本紙が作成

効果等

市町村の判断でサービス付き高齢者向け

住宅の供給管理が可能となる。

保育士の確保が特に困難な地域において、

保育士数の柔軟な配置が可能となる。

中核市の判断で規制緩和が可能となり、

都市のコンパクト化の実現に資する。

小規模集落等に対する近隣水道事業者か

らの円滑な給水を促し、安全・安心な生活

環境を迅速かつ持続的に確保する。

指定都市と中核市が既に担っている介護

支援事業者の監督と一体的に行うことで、

より迅速かつ効果的な対応が可能となる。

生活保護行政のより効果的な執行が可能

となる。

地域の実情を踏まえて、真に入居が必要

な者への公営住宅の供給が促進される。

提案の概要

都道府県が有する高齢者居住安定確保計画の策定権限と住宅事業の登

録・監督等の事務について、希望する市町村へ移譲する。（高齢者の居住

の安定確保に関する法律の改正）

２６年度の提案により、保育所の保育する児童が少数である時間帯に、保

育士１人に限り、保育士以外の経験者等を配置することが特例で限定的に

認められたが、より柔軟化・明確化する。（児童福祉法の関係省令改正）

都道府県・政令指定都市が有する大店法の規制が緩和される特例区域

の指定の権限を、中心市街地再開発促進のため、中核市に移譲する。（中

心市街地の活性化に関する法律と大規模小売店舗立地法の改正）

水道事業の変更の届出に係る「給水人口及び給水量の算出根拠」につ

いて、小規模な給水区域の変更の場合、提出書類の省略や手続きの簡素

化を検討する。（水道法の関係省令改正等）

都道府県が有する介護支援専門員（ケアマネジャー）に対する監督事

務を指定都市と中核市に移譲する。（地方自治法施行令の改正）

被保護者が生活を送る上で必要不可欠な電気・ガス・水道の料金を、

生活保護の実施機関が被保護者に代わって納付できるようにするなど。

（生活保護法等の改正等）

公営住宅の明渡請求の対象となる高額所得者の収入基準について、地

方公共団体が条例で定められるようにする。（公営住宅法の改正）

提案名（関係府省）

「サービス付き高齢者向け住宅に係る計画
策定権限等の市町村への移譲」（厚生労働
省、国土交通省）

「朝・夕の時間帯における保育士配置定数
の緩和」（厚生労働省）

「中心市街地活性化法における大規模小売
店舗の立地に係る特例区域指定権限等の
中核市への移譲」（経済産業省）

「小規模な給水区域及び給水人口変更に係
る水道事業の変更届出の簡素化」（厚生労
働省）

「介護支援専門員業務に係る監督事務の指
定都市・中核市への移譲」（厚生労働省）

「生活保護事務に関する規制緩和」（厚生労
働省等）

「公営住宅の明渡請求の対象となる高額所
得者の収入基準の条例化」（国土交通省）

提案主体

福井市

瑞穂市

松山市

宇都宮市

さいたま市

千葉市、

京都市、

豊田市

豊田市、

松山市

※

�
�

�
�

�
�

�
�

�

�

�

提案募集
方 式

地
方
か
ら
の
提
案
件
数
は
３
３
４
件

安
倍
総
理
「
最
大
限
の
実
現
を
」

（５） 平成２７年７月２５日 第１９４７号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



第第
１１
５５
３３
回回
社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

社
会
文
教
委
員
会
（
委
員
長
�

尾
山
信
義
・
山
陽
小
野
田
市
議
会

議
長
）
は
７
月
１０
日
、
グ
ラ
ン
ド

ア
ー
ク
半
蔵
門
で
正
副
委
員
長
会

議
の
後
、
第
１
５
３
回
委
員
会
を

開
催
し
た
。

委
員
会
で
は
、
冒
頭
に
尾
山
委

員
長
か
ら
「
地
域
医
療
施
策
に
つ

い
て
、
深
刻
な
医
師
不
足
・
地
域

偏
在
な
ど
、
大
変
厳
し
い
状
況
に

あ
り
、
住
民
が
等
し
く
適
切
な
医

療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
制
度
改

正
の
内
容
な
ど
も
踏
ま
え
、
施
策

の
充
実
を
引
き
続
き
要
望
す
る
必

要
が
あ
る
」
な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ

た
。
続
い
て
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
と

し
て
出
席
し
た
関
正
史
・
本
会
副

会
長
（
長
岡
市
議
会
議
長
）
が
挨

拶
。
厚
生
労
働
省
か
ら
の
講
演
の

後
、
委
員
会
に
関
す
る
会
則
・
規

程
等
を
了
承
、
次
い
で
、
事
務
報

告
を
了
承
し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
�
地
方
創
生
の
推

進
�
地
域
医
療
施
策
�
保
健
衛
生

施
策
等
�
医
療
保
険
制
度
�
介
護

保
険
制
度
�
少
子
化
対
策
等
�
雇

用
対
策
	
社
会
福
祉
施
策


環
境

保
全
施
策
�
文
教
施
策
―
の
１０
項

目
を
大
き
な
柱
（
よ
り
詳
細
な
要

望
項
目
は
下
掲
）
と
す
る
「
要
望

書
」
と
「
東
日
本
大
震
災
に
関
す

る
要
望
書
」
を
原
案
の
通
り
決
定
。

続
い
て
、
要
望
活
動
の
方
法
、
今

後
の
運
営
を
決
定
し
た
。

会
議
終
了
後
、
尾
山
委
員
長
、

佐
藤
敏
男
・
副
委
員
長
（
北
広
島

市
議
会
議
長
）
、
宮
寺
賢
一
・
同

（
小
平
市
議
会
議
長
）
は
原
勝
則

・
厚
生
労
働
審
議
官
に
面
談
し
、

要
望
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
佐
々

木
昌
弘
・
厚
生
労
働
省
医
政
局
地

域
医
療
計
画
課
医
師
確
保
等
地
域

医
療
対
策
室
長
か
ら
「
地
域
医
療

の
最
新
の
動
向
」
と
題
す
る
説
明

を
聴
取
し
た
。

社社
会会
文文
教教
施施
策策
にに
関関
すす
るる
要要
望望

�
地
方
創
生
の
推
進
�
地
域
医
療

施
策
�
医
師
不
足
・
偏
在
対
策
等
、

救
急
医
療
の
確
保
・
充
実
、
自
治

体
病
院
へ
の
財
政
措
置
�
保
健
衛

生
施
策
等
�
危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
対

す
る
取
組
の
強
化
、
感
染
症
対
策
、

定
期
予
防
接
種
、
が
ん
検
診
の
推

進
、
ヒ
ト
パ
ピ
ロ
ー
マ
ウ
イ
ル
ス

（
Ｈ
Ｐ
Ｖ
）
ワ
ク
チ
ン
接
種
、
食

品
安
全
対
策
、
水
道
事
業
、
自
殺

防
止
対
策
、
こ
こ
ろ
の
健
康
を
守

り
推
進
す
る
基
本
法
の
制
定
�
医

療
保
険
制
度
�
医
療
制
度
改
革
、

国
民
健
康
保
険
制
度
、
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
�
介
護
保
険
制
度
�

制
度
改
正
、
低
所
得
者
対
策
、
介

護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
整
備
、
人
材
の

確
保
、
財
政
運
営
�
少
子
化
対
策

等
�
子
ど
も
・
子
育
て
施
策
、
子

育
て
世
代
へ
の
支
援
、
放
課
後
児

童
対
策
、
不
妊
治
療
へ
の
財
政
措

置
�
雇
用
対
策
�
地
域
雇
用
対
策
、

若
年
者
雇
用
対
策
、
新
た
な
雇
用

創
出
事
業
の
実
施
、
協
同
組
合
法

の
制
定
	
社
会
福
祉
施
策
�
障
が

い
者
施
策
、
生
活
保
護
制
度
・
生

活
困
窮
者
自
立
支
援
制
度
、
年
金

制
度
の
運
用
、
被
災
者
の
救
助
・

支
援
制
度
の
見
直
し


環
境
保
全

施
策
�
地
球
温
暖
化
対
策
、
廃
棄

物
処
理
対
策
、
容
器
包
装
リ
サ
イ

ク
ル
制
度
、
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制

度
、
海
岸
漂
着
物
対
策
、
ア
ス
ベ

ス
ト
対
策
、
皮
革
排
水
処
理
施
設
、

原
子
力
発
電
所
事
故
へ
の
対
応
、

放
射
性
物
質
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
�
文

教
施
策
�
教
育
予
算
の
拡
充
、
少

人
数
教
育
の
推
進
、
特
別
支
援
教

育
、
い
じ
め
対
策
の
推
進
、
公
立

学
校
施
設
の
耐
震
化
、
食
物
ア
レ

ル
ギ
ー
事
故
防
止
対
策
、
栄
養
教

諭
・
学
校
栄
養
職
員
の
増
員
に
よ

る
食
育
の
充
実
、
２
０
２
０
年
東

京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ

ッ
ク
競
技
大
会
に
向
け
た
地
域
に

お
け
る
取
組
へ
の
支
援
と
環
境
整

備

委 員 会

建
設
運
輸

【部会提出議決事項】

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

【会長提出議決事項】

○

○

産
業
経
済

○

○

○

○

○

○

○

社
会
文
教

○

○

○

○

○

○

○

○

地
方
財
政

○

○

○

○

○

○

○

地
方
行
政

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

委員会付託

議決事項

東日本大震災からの早期復旧・復興について

原子力発電所事故災害への対応について

原子力防災対策の抜本的見直しと安全・安心の確
保について

南海トラフ巨大地震に対応した防潮堤の早期整備
に向けた支援について

災害対策の為の財政基盤強化について

公共施設及びインフラ資産の防災・減災及び老朽
化対策の強化について

事前災害復興対策における高台開発、移転及び集
団移転促進事業の拡充、見直しについて

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う各国・
地域の輸入規制の緩和・撤廃について

地方創生に向けた取り組みに対する支援について

社会保障・税番号制度を円滑に導入する財政措置
の拡充について

マイナンバー制度導入に係る国庫補助拡大及び制
度周知について

国政選挙に係る執行経費の確保について

北方領土問題の早期解決等について

日米地位協定の抜本的な改定について

生活に困窮する子どもの学習援助に対し、国の補
助金拡充を求める要望

乳幼児等医療費助成制度の拡充を求めることにつ
いて

地域医療の充実強化並びに自治体病院の医師確保
対策及び財政支援措置について

道路交通網の整備促進について

道路インフラのメンテナンスサイクル確立の支援
について

九州における高速交通網の整備促進及び離島航路
・航空路の運賃低廉化について

道路法改正による管理者責務を果たすための支援
について

北陸新幹線の早期完成について

並行在来線への支援措置について

地域公共交通への支援及び総合交通ネットワーク
の整備促進について

地域公共交通の維持確保について

地方創生の推進に関する決議

地方税財源の充実確保に関する決議

東日本大震災からの復旧・復興に関する決議
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原厚生労働審議官

挨拶する関副会長

挨拶する尾山委員長
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